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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 鷹 野 　 準
問合せ先責任者 役 職 名 常 務 取 締 役

氏 名 野 溝 　 郁 文 Ｔ Ｅ Ｌ (     )－0265 85 3150

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成15年 5月16日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成15年 6月27日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元    100株）

1. 15年 3月期の業績（平成14年 4月 1日～平成15年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期       18,087     2.6       1,020   △14.6       1,067   △15.0

14年 3月期       17,636   △10.6       1,195   △45.2       1,255   △43.9

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期          613    68.3         38.79      2.6     3.6     5.9

14年 3月期          364   △69.3         23.18－      1.6     4.2     7.1

(注 )1.期中平均株式数 15年 3月期     15,714,041株 14年 3月期     15,721,000株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
15年 3月期          17.00          0.00         17.00         262    43.8     1.1

14年 3月期          17.00          0.00         17.00         267    73.4     1.1

(注 )15年 3月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 3月期       29,343      23,331     79.5       1,512.83

14年 3月期       29,463      23,318     79.1       1,483.25

(注 )1.期末発行済株式数 15年 3月期     15,420,000株 14年 3月期     15,721,000株
2.期末自己株式数 15年 3月期        301,000株 14年 3月期 － 株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        8,100         390         240          0.00－ －

通 期       17,700       1,300         750－          17.00         17.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          48円 40銭

※ 上 記 予 想 は 、 潜 在 的 な リ ス ク や 不 確 実 性 が 含 ま れ て お り ま す 。 実 際 の 業 績 は 様 々 な 要 因 に よ り 、 こ
れ ら の 業 績 予 想 と は 異 な る こ と が あ り ま す こ と を ご 承 知 お き く だ さ い 。 ま た 、 上 記 記 載 金 額 は 百 万 円
未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。



（単位：千円、千円未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額

（資　産　の　部） ％ ％

Ⅰ 流　動　資　産

1. 現 金 及 び 預 金 6,995,166 7,295,957 300,791

2. 受 取 手 形※3､6 695,537 399,768 △ 295,769

3. 売 掛 金※3 6,876,500 6,965,731 89,230

4. 有 価 証 券 － 45,036 45,036

5. 製 品 393,973 345,308 △ 48,665

6. 原 材 料 420,813 480,503 59,690

7. 仕 掛 品 659,758 735,487 75,728

8. 貯 蔵 品 14,444 9,180 △ 5,263

9. 前 渡 金 11,284 9,218 △ 2,066

10. 前 払 費 用 10,530 16,427 5,897

11. 繰 延 税 金 資 産 186,179 122,213 △ 63,965

12. 未 収 入 金 216,322 202,834 △ 13,487

13. そ の 他 11,300 86,313 75,012

14. 貸 倒 引 当 金 △ 18,532 △ 7,322 11,210

流 動 資 産 合 計 16,473,280 55.9 16,706,660 56.9 233,379

Ⅱ 固　定　資　産

 (1)有 形 固 定 資 産

1. 建 物 ※1､2 1,720,352 1,628,320 △ 92,032

2. 構 築 物※1､2 110,480 105,760 △ 4,719

3. 機 械 及 び 装 置※1､2 1,064,649 1,090,468 25,818

4. 車 両 及 び 運 搬 具※1 16,693 14,675 △ 2,018

5. 工 具 器 具 及 び 備 品※1 335,872 292,008 △ 43,864

6. 土 地 ※2 4,530,483 4,490,408 △ 40,075

7. 建 設 仮 勘 定 6,103 40,400 34,296

有 形 固 定 資 産 合 計 7,784,635 26.4 7,662,041 26.1 △ 122,594

 (2)無 形 固 定 資 産

1. 借 地 権※2 10,162 10,162 －

2. ソ フ ト ウ ェ ア 78,321 10,050 △ 68,270

3. そ の 他 76,354 61,334 △ 15,020

無 形 固 定 資 産 合 計 164,838 0.6 81,547 0.3 △ 83,291

増減

個 別 財 務 諸 表
(1) 貸 借 対 照 表

第50期第49期
（平成15年3月31日現在）（平成14年3月31日現在）

－34－



（単位：千円、千円未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額

 (3)投 資 そ の 他 の 資 産 ％ ％

1. 投 資 有 価 証 券 3,491,000 3,420,028 △ 70,971

2. 関 係 会 社 株 式 537,410 521,880 △ 15,530

3. 出 資 金 48,351 43,341 △ 5,009

4. 関 係 会 社 長 期 貸 付 金 623,400 541,116 △ 82,284

5. 長 期 前 払 費 用 2,495 8,627 6,132

6. 繰 延 税 金 資 産 326,717 346,764 20,046

7. そ の 他 14,462 13,112 △ 1,349

8. 貸 倒 引 当 金 △ 2,658 △ 1,641 1,017

投資その他の資産合計 5,041,179 17.1 4,893,230 16.7 △ 147,948

固 定 資 産 合 計 12,990,653 44.1 12,636,819 43.1 △ 353,834

資 産 合 計 29,463,933 100.0 29,343,479 100.0 △ 120,454

増減
第50期第49期

（平成15年3月31日現在）（平成14年3月31日現在）

－35－



（単位：千円、千円未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額

（負　債　の　部） ％ ％

Ⅰ 流　動　負　債

1. 支 払 手 形 ※3 2,409,594 2,115,916 △ 293,677

2. 買 掛 金 ※3 1,181,689 1,208,626 26,937

3. 短 期 借 入 金※2 － 300,000 300,000

4. 一年内返済予定長期借入金※2 117,600 85,700 △ 31,900

5. 未 払 金 479,137 297,894 △ 181,242

6. 未 払 費 用 200,554 212,139 11,585

7. 未 払 法 人 税 等 159,070 184,562 25,492

8. 未 払 消 費 税 等 18,273 10,387 △ 7,886

9. 預 り 金 105,313 80,373 △ 24,940

10. 賞 与 引 当 金 343,970 307,317 △ 36,653

11. 設 備 支 払 手 形 45,299 74,628 29,328

12. そ の 他 51 489 438

流 動 負 債 合 計 5,060,554 17.2 4,878,036 16.6 △ 182,518

Ⅱ 固　定　負　債

1. 長 期 借 入 金※2 31,700 246,000 214,300

2. 退 職 給 付 引 当 金 970,385 806,227 △ 164,157

3. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 83,100 81,600 △ 1,500

固 定 負 債 合 計 1,085,185 3.7 1,133,827 3.9 48,642

負 債 合 計 6,145,739 20.9 6,011,864 20.5 △ 133,875

増減
第49期

（平成14年3月31日現在）
第50期

（平成15年3月31日現在）
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（単位：千円、千円未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額

（資　本　の　部）

Ⅰ 資    本    金 ※4 2,015,900 6.8 － － △ 2,015,900

Ⅱ 資 本 準 備 金 2,157,140 7.3 － － △ 2,157,140

Ⅲ 利 益 準 備 金 503,975 1.7 － － △ 503,975

Ⅳ その他の剰余金

 (1) 任 意 積 立 金 17,709,600 － △ 17,709,600

1. 退 職 手 当 積 立 金 159,600 － △ 159,600

2. 別 途 積 立 金 17,550,000 － △ 17,550,000

 (2) 当期未処分利益 918,070 － △ 918,070

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 18,627,670 63.2 － － △ 18,627,670

Ⅴ その他有価証券評価差額金 13,508 0.1 － － △ 13,508

資 本 合 計 23,318,194 79.1 － － △ 23,318,194

Ⅰ 資    本    金 ※4 － － 2,015,900 6.9 2,015,900

Ⅱ 資 本 剰 余 金

1. 資 本 準 備 金 － 2,157,140 2,157,140

資 本 剰 余 金 合 計 － － 2,157,140 7.3 2,157,140

Ⅲ 利 益 剰 余 金

1. 利 益 準 備 金 － 503,975 503,975

2. 任 意 積 立 金

(1)退 職 手 当 積 立 金 － 156,600 156,600

(2)別 途 積 立 金 － 17,750,000 17,750,000

3. 当 期 未 処 分 利 益 － 1,063,639 1,063,639

     うち当期利益利 益 剰 余 金 合 計 － － 19,474,214 66.4 19,474,214

Ⅳ その他有価証券評価差額金 － － △ 62,788 △ 0.2 △ 62,788

Ⅴ 自　己　株　式 ※5 － － △ 252,850 △ 0.9 △ 252,850

資 本 合 計 － － 23,331,615 79.5 23,331,615

負 債 資 本 合 計 29,463,933 100.0 29,343,479 100.0 △ 120,454

－ －

増減
第49期

（平成14年3月31日現在）
第50期

（平成15年3月31日現在）

－37－



（単位：千円、千円未満切捨）

期別

増減

科目 金額 百分比 金額 百分比 金額
％ ％

Ⅰ 売 上 高※1 17,636,360 100.0 18,087,283 100.0 450,922

Ⅱ 売 上 原 価 14,300,727 81.1 14,703,868 81.3 403,140

売 上 総 利 益 3,335,632 18.9 3,383,415 18.7 47,782

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,140,408 12.1 2,362,961 13.1 222,553

1. 発 送 費 221,195 217,414 △ 3,780

2. 広 告 宣 伝 費 84,706 78,184 △ 6,521

3. 役 員 報 酬 123,996 130,312 6,316

4. 給 料 手 当 415,559 427,544 11,984

5. 旅 費 交 通 費 117,360 152,324 34,963

6. 賞 与 引 当 金 繰 入 額 86,894 86,355 △ 539

7. 退 職 給 付 費 用 29,328 31,849 2,520

8. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 8,800 9,500 700

9. 減 価 償 却 費 115,620 110,973 △ 4,647

10. 研 究 開 発 費 ※2 406,589 480,802 74,213

11. 支 払 手 数 料 113,905 115,090 1,185

12. 販 売 手 数 料 － 157,104 157,104

13. そ の 他 416,453 365,505 △ 50,947

営 業 利 益 1,195,224 6.8 1,020,453 5.6 △ 174,770

Ⅳ 営 業 外 収 益 89,082 0.5 77,700 0.4 △ 11,382

1. 受 取 利 息 11,398 11,009 △ 389

2. 有 価 証 券 利 息 31,503 30,569 △ 934

3. 受 取 配 当 金 16,441 15,055 △ 1,386

4. 為 替 差 益 2,200 － △ 2,200

5. 固 定 資 産 賃 貸 料 6,663 7,195 531

6. 雑 収 入 20,875 13,871 △ 7,003

Ⅴ 営 業 外 費 用 28,561 0.2 30,427 0.1 1,866

1. 支 払 利 息 4,500 2,012 △ 2,488

2. 為 替 差 損 － 7,002 7,002

3. 固 定 資 産 除 売 却 損 ※3 16,975 14,900 △ 2,074

4. 雑 損 失 7,085 6,511 △ 573

経 常 利 益 1,255,746 7.1 1,067,726 5.9 △ 188,019

Ⅵ 特 別 利 益 102,495 0.6 97,153 0.5 △ 5,342

1. 固 定 資 産 売 却 益 ※4 373 194 △ 179

2. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 17,391 12,227 △ 5,163

3. 退職給付会計基準変更時差異処理額 84,731 84,731 －

Ⅶ 特 別 損 失 670,125 3.8 99,103 0.5 △ 571,022

1. 固 定 資 産 除 却 損 ※5 18,620 17,887 △ 733

1. 固 定 資 産 売 却 損 ※6 － 14,885 14,885

2. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 48,714 28,132 △ 20,581

3. 役 員 退 職 慰 労 金 － 3,000 3,000

4. 製 品 補 修 損 失 602,790 35,197 △ 567,592

税 引 前 当 期 純 利 益 688,116 3.9 1,065,777 5.9 377,660

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 398,660 2.2 357,639 2.0 △ 41,020

法 人 税 等 調 整 額 △ 74,883 △ 0.4 94,811 0.5 169,695

当 期 純 利 益 364,339 2.1 613,325 3.4 248,986

前 期 繰 越 利 益 553,730 447,313 △ 106,417

退 職 手 当 積 立 金 取 崩 額 － 3,000 3,000

当 期 未 処 分 利 益 918,070 1,063,639 145,568

(2) 損 益 計 算 書

第50期第49期

自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日

自 平成13年4月 1日
至 平成14年3月31日

－38－



（単位：円）

期別 第49期

株主総会承認日 第50期
平成14年6月27日

科目 金額 金額 金額

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 918,070,463            1,063,639,035          145,568,572

Ⅱ 利 益 処 分 額

1. 利 益 配 当 金 267,257,000            262,140,000            △ 5,117,000

　　1株につき 　　1株につき
　　普通配当17円00銭 　　普通配当17円00銭

2. 役 員 賞 与 金 3,500,000              3,700,000              200,000

（うち監査役賞与金） (400,000) (400,000) －

3. 任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 200,000,000            300,000,000            100,000,000

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益 447,313,463            497,799,035            50,485,572

増減

(3) 利 益 処 分 案

－39－
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重要な会計方針 

項目 
第49期 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 １．有価証券の評価基準及び

評価方法 移動平均法による原価法 同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等にもとづく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

(1）製品、原材料および仕掛品 (1）製品、原材料および仕掛品 ２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 総平均法による原価法 同左 

 (2）貯蔵品 (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の方

法 定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物     15年・31年～50年 

構築物    10年～50年 

機械装置   ７年～13年 

車輌運搬具  ４年～６年 

工具器具備品 ２年～10年 

同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法 

なお、主な償却期間は以下のとおり

であります。 

特許権    ８年 

意匠権    ７年 

意匠出願権  ７年 

ソフトウェア（自社利用） 

社内における見込利

用可能期間（５年） 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 
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項目 
第49期 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額を計上しております。 

同左 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額にもとづき計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異

（423,655千円）については、５年

による均等額を収益計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規にもとづく期末要支給額を

計上しております。 

同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

 ────── (2）自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

   「自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基準第

１号）が平成14年４月１日以後に適用

されることになったことに伴い、当事

業年度から同会計基準によっておりま

す。これによる当事業年度の損益に与

える影響は軽微であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

資本の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 
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項目 
第49期 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 ────── (3）１株当たり情報 

   「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）が平成14年４月１日以後

開始する事業年度に係る財務諸表から

適用されることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及び適用指

針によっております。なお、これによ

る影響については、「１株当たり情報

に関する注記」に記載しております。 

 

表示方法の変更 

第49期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

────── (損益計算書） 

 「販売手数料」は、前事業年度まで、販売費及び一般

管理費の「その他」に表示していましたが、当事業年度

において、販売費及び一般管理費の100分の5を超えたた

め区分掲記しました。 

 なお、前事業年度の「販売手数料」は、96,944千円で

あります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第49期 
（平成14年３月31日） 

第50期 
（平成15年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  

 10,196,003千円 
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  

 10,397,087千円 
 

※２ 担保に供している資産およびこれに対応する債務

は次のとおりであります。 

※２ 担保に供している資産およびこれに対応する債務

は次のとおりであります。 

(イ）担保に供している資産 (イ）担保に供している資産 
 

建物 204,455千円

構築物 4,877 

機械及び装置 90,456 

土地 222,201 

借地権 6,110 

計 528,101 
  

 
建物 188,772千円

構築物 4,512 

機械及び装置 83,210 

土地 222,201 

借地権 6,110 

計 504,807 
  

(ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 
 

一年内返済予定長期借入金 55,600千円

長期借入金 31,700 

計 87,300 
  

 
短期借入金 300,000千円

一年内返済予定長期借入金 35,700 

長期借入金 96,000 

計 431,700 
  

すべて工場財団に係わるものであります。 すべて工場財団に係わるものであります。 

※３ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

※３ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 
 

受取手形 367千円 

売掛金 3,727,030 

支払手形 170,236 

買掛金 172,111 
  

 
受取手形 427千円 

売掛金 3,667,638 

支払手形 142,660 

買掛金 186,760 
    

※４ 会社が発行する株式の総数 50,000,000株 

発行済株式の総数 15,721,000株 
  

  
※４ 授権株式数及び発行済株式総数  

授権株式数   普通株式 50,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 15,721,000株 
  

※５       ────── ※５ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

301,000株であります。 

※６ 期末日満期手形 ※６       ────── 

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。なお、当期末日が金融

機関の休日であったため、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれております。 

 

  
受取手形 54,608千円 
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（損益計算書関係） 

第49期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。 

※１ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。 
  
売上高 9,873,595千円 
  

  
売上高 9,553,238千円 
    

※２ 一般管理費に含まれている研究
開発費 

406,589千円

  

  
※２ 一般管理費に含まれている研究
開発費 

480,802千円

  
※３ 経常的に発生する機械及び装置、工具器具及び備

品の交換による除却等にかかわる損失でありま

す。 

※３          同左 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
 
機械及び装置 276千円

工具器具及び備品 96 

計 373 
  

 
機械及び装置 181千円

工具器具及び備品 13 

計 194 
  

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
 
機械及び装置 16,758千円

工具器具及び備品 1,861 

計 18,620 
  

 
機械及び装置 17,347千円

工具器具及び備品 539 

計 17,887 
  

※６       ────── ※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 
    

建物 533千円

構築物 35 

工具器具及び備品 508 

土地 13,808 

計 14,885 
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（リース取引関係） 

第49期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 104,309 59,564 44,745 

車両及び運搬
具 10,150 5,648 4,501 

工具器具及び
備品 149,842 125,879 23,963 

合計 264,302 191,092 73,210 
  

 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 95,136 40,147 54,989 

車両及び運搬
具 8,170 5,368 2,801 

工具器具及び
備品 32,402 17,834 14,567 

合計 135,709 63,350 72,358 
  

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  
１年内 37,803千円 

１年超 38,766 

合計 76,570 
  

  
１年内 23,186千円 

１年超 51,036 

合計 74,223 
  

(3）当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払

利息相当額 

(3）当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払

利息相当額 
  
支払リース料 61,549千円 

減価償却費相当額 55,839 

支払利息相当額 3,352 
  

  
支払リース料 35,389千円 

減価償却費相当額 32,296 

支払利息相当額 2,097 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 

 

（有価証券関係） 

前事業年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日）及び当事業年度（自平成14年４月１日 至平成15

年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳   

 第49期 
（平成14年３月31現在） 

 第50期 
（平成15年３月31日現在）

  （千円）  (千円）

繰延税金資産（流動）        

賞与引当金  94,215    105,220  

未払事業税  13,945    16,655  

製品補修損失  78,018    －  

その他  －    338  

繰延税金資産（流動）合計  186,179    122,213  

        

繰延税金資産（固定）        

退職給付引当金  273,254    235,624  

役員退職慰労引当金  34,142    32,449  

貸倒引当金  451    437  

みなし配当金  31,882    30,859  

減価償却費  28,741    21,836  

投資有価証券評価損  25,869    25,039  

その他有価証券評価差額金  －    41,134  

その他  164    15,878  

小計  394,506    403,259  

評価性引当額  △58,368    △56,494  

繰延税金資産（固定）合計  336,138    346,764  

繰延税金負債（固定）        

その他有価証券評価差額金  △9,420    －  

繰延税金資産（固定）の純額  326,717    346,764  

        

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目の内訳 

  当期については、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の

5以下であるため、記載を省略しております。 

 第49期 
（平成14年３月31日現在）

 
 

法定実効税率  41.09 ％     

（調整）        

交際費等永久に損金に算入されない項目  3.36      

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.83      

法人税特別控除額  △2.56      

住民税均等割額  1.07      

評価性引当額  3.25      

過年度法人税等  1.80      

その他  △0.13      

税効果会計適用後の法人税等の負担率  47.05      
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３．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、当事業

年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年４月１日以降解消が見込まれるものに限る。）

に使用した法定実効税率は、前事業年度の41.09％から39.77％に変更されました。その結果、繰延税金資産の金

額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が11,501千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が

10,137千円、その他有価証券評価差額金が1,364千円、それぞれ増加しております。 
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（１株当たり情報） 

第49期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

第50期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 1,483円25銭 

１株当たり当期純利益 23円18銭 
  

 
１株当たり純資産額 1,512円83銭 

１株当たり当期純利益 38円79銭 
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株引受権付社債および転換社債を発行していない

ため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 

 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。なお、これ

による影響は軽微であります。 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
第49期 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

第50期 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当期純利益（千円） － 613,325 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 3,700 

（うち利益処分による役員賞与金） － （3,700） 

普通株式に係る当期純利益（千円） － 609,625 

期中平均株式数（株） － 15,714,041 

 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 

 



－ 49 － 

役員の異動 
 

 平成 15 年 6 月 27 日開催予定の第 50 期定時株主総会において、下記のものの選任を付議する予定でありま

す。 

 

(1) 新任監査役候補 

 常勤監査役 戸 枝 茂 夫（現役職 当社経理部部長） 

 監 査 役 小笠原   愼（現役職 八十二システム開発株式会社代表取締役社長） 

 監 査 役 長谷川 洋 二（現役職 弁護士） 

   ※上記、小笠原愼、長谷川洋二の 2 名は社外監査役の候補者であります。 

 

(2) 退任予定監査役 

 常勤監査役 菅 沼 孝 彦 

      （当社常勤顧問、タカノ機械株式会社および株式会社ニッコー取締役に就任予定） 

 監 査 役 黒 田 錦 吾 

 監 査 役 河 村 公 二 

 

 


